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1.検 討 の視 点
米 国移 転 価 格 税 制 で あ る内 国 歳 入 法 典(lnternalRevenueCode:IRC)482条(以下 、 「482条 」
とい う。)の 基 とな る規 定 は、 す で に1917年 に規 定 され、 これが 発展 して今 日の規 定 に な って い る
こ とは、 す で に い くつ か の先 行 研 究isで 明 らか に され て い る。 そ して、482条 は、1935年 に その財
務 省 規 則 が制 定 され て以 降、 今 日に至 る まで 一貫 して独 立 企 業原 則 に基 づ い て規定 され て い る。米
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国は、1968年 に財務省規則を改訂 し、独立企業間価格算定方法を詳細 に規定 した。 この規定は、そ
の後、その有効性が国際的に承認され るところ とな り、英国(1970年)、 ドイツ(1972年)、 日本(1986
年)を は じめ とす る各国の移転価格税制整備 につなが った。そ して、482条は、有形資産 だけでな く、
無形資産取 引も活発 に行 われて くるな どの社会経済情勢の変化 に伴 い、法令 の改正 が行われて今 日
に至 っている。 このよ うに、現行の移転価格税制 は、米 国だ けで な く世界各 国において独立企業原
則 に基 づいて制定 されてい る。
しか し、独立企業原則 に基づ く移転価格税制 につ いては、1968年 財務省規則制定直後 か ら、早 く
も多 くの批判2)に さらされ ることになる。すなわち、独立企業原則 に基づ く場合 には、第三者間
取引をメル クマール として、関連者 間取 引において もこれ と同 じ価格 または利益 とす る必要がある。
ところが、企業が 自己の関連著 聞取引 と同様 または類似 の第三者 間取 引を見 いだす ことは、事実上
不可能 に近い。 とい うのは、一般的には、企業が、競合す る企業の関連著聞取引の価格や それに係
る利益 を把握 するこ とがで きないか らである。 また、経済学者か らは、企業が市場ではな く企業内
取 引を行 うのは、規模 の利益や統合 の利益を享受す るためであ り、 その ような ことのない独立企業
原則で関連者間取引を課税す るとい うのは、理論上問題であるとい う議論が主張 され るよ うになっ
た3)。 このよ うな ことか ら、 と くに1980年 代 に入 る と、移転価格税制 を定式分配 に基づ いて制定す
べきで あるとい う研究成果4)が 公表 され、1990年 代以降さらに この意見 は強 くな り5)、これは今 日
において も同様で ある6)。一方、 日本 においては、 これ まで定式分配の移転価格税制への適用可能
性 について否定的な見解 があった7)が 、あま り多 くは論 じられていない。
一方、独立企業原則 を支持す る側か らは、1988年 に財務省 およびIRSか ら公表 された移転価格 の
白書8)に お いて、市場 においては、生産 要素 は長期的には超過収益 を得 ることはで きない、 とい
うミクロ経済学 の理論を根拠 として、独立企業原則の妥当性 を主張す る議論が なされた。 この考 え
方 は、完全競争市場 を前提 とした議論であ ることか ら、現実の市場には当てはま らない とい う批判9)
が寄せ られた。 しか し、財務省 およびIRSは 、白書に基 づいて財務省規則の改訂 を行い、現在 も独
立企 業原則 に基づ いて移転価格税制が規定 されているのであ る。
米 国以外 に 目を転 じる と、近年、EUに おいて、独立企業原則 に基づ く移転価格税制が税 の障害
として、高価 なコンプライアンス ・コス トの負担 と潜在的二重課税 を生 じさせ ることに起因す る多
1)岡 村(1984)、 金 子(1980a)、 同 、(1980b)、 同(1981)、 辻(2000)な ど を 参 照 。
2)こ こ で は 差 し当 た り、Holzman(1968),Note(1976)をあ げ て お く。
3)こ の 議 論 に つ い て は 、 川 端(1993)、77ペ ー ジ お よ びLangbein(1986),p.654を参 照 。
4)Langbein(1986).
5)た と え ば 、Avi-Yonah(1993),Hellerstein(1993),Kauder(1993),Miller(1995),Avi-Yonah(1996),
Lebowitz(1999)など が あ る 。 も っ と も 、定 式 分 配 で は な く 、伝 統 的 な 独 立 企 業 原 則 を 維 持 す べ き で あ る と
い う 文 献 も あ る 。 た と え ば 、CoffillandWilson(1993),WilkinsandGideon(1994)を参 照 。
6)最 近 の 文 献 に は 、 た と え ばMcLure,Jr.(2002),Hellerstein(2005),があ る 。
7)村 上(1996)、169ペ ー ジ は 「世 界 共 通 の 税 制 ・税 率 が 実 現 さ れ な い 限 り、 ユ ニ タ リー な 課 税 よ り も 独 立




くの問題 を引き起 こしている と述べ られている璽o)。そ して、長期的には、現行の独立企業原則 を放
棄 し、定式分配11)へ の移行 を模索 してい るので ある。今 の ところ、定式分配 の導入時期 は明 らか
になってお らず、 これまでのEUの 議論 の経緯 を考 えれば、直ちに独立企業原則 を放棄 する とは考
え られない。 しか し、EUに おいて この ような議論 がなされてい ることは、将来、米 国をは じめ と
す る各国に少なか らず影響を及 ぼすので はないか と考 えられ る。
この ように、移転価格税制 の基礎 となる考 え方につ いて、独立企業原則 とすべ きか、 また定式分
配 とすべきか、 とい う議論が1960年 代以降長 い間行 われているので ある。本稿 においては、1910年
代 か ら50年 代 にか けての米国ユニタ リー ・タ ックス12)における定式分配方法 の統一過程 において、
定式分配 と独立企業原則 のどち らが適切であ るか との議論 を紹介す ることを目的 とす る。 これによ
り、独立企業原則 と定式分配 をめ ぐる議論が、全米租税協会(NationalTaxAssociation:NTA)13)
においてかな り早 い時期 に行 われていたこ とを示 し、独立企業原則 と定式分配の適用可能性 につい
ては、課税権の配分 をめ ぐる本質的な問題点であることを示す こととしたい。
本稿で議論す る取 引 とは、つ ぎの ようなものをい う。 「た とえば、デ ラウェア州で設立 され、管
理事務所(administrativeoffice)が ニュー ヨー ク州 にあ り、ペ ンシルベニア州 に工場 を持 ち、主
要 な販売事務所(headsalesofrice)が イ リノイ州 にある会社が あ り、各州で法人所得税 を課 して
い るとす る。 このよ うな場合、各拠点 の所得 はどのよ うに計算 され るべきで あろうか。た とえば、
ペ ンシルベニア州の製造 に係 る利益、 また、イ リノイ州における販売に係 る利益 はい くらが妥 当な
のであろ うか。」14)。米 国において は、少 な くとも1910年 代 か ら企業が州を またいで活動 してお り、
各州で どのよ うに課税すべ きかについて議論 されていたので ある。
上記の事例 は、州の名称 を国名 に変更す ることによ り、移転価格問題 と同 じにな る。 このよ うに、
課税権の配分 については、各 国間だけで な く、個別 の課税権 を有す る米 国の州においても生 じてい
るので ある。 ところで、ユニタ リー ・タ ックスにおいて は、現在 まで一貫 して独立企業原則ではな
く定 式分配 が採用 されて きている。筆者 は、NTAに おける議論 の中で、何 ゆ え独立企業原則で は
な く、定式分配が採用 されてきたのか、 とい うことを検討す ることによ り、今後 の移転価格税制 を
め ぐる議論 のイ ンプ リケーシ ョンを得 る ことがで きるのではないか と考えている。
本稿 においては、最初 に定式分配 の概要 を説 明 し、つぎに、ユニタ リー・タ ックスの誕生、そ して、
30年 以上にわたるNTAに よる定式分配 の統一過程 を跡付ける15)。この中で特筆 され るべきこ とは、
10)EU(2001),p.10,
ll)定 式分 配 とは、英語 ではformularyapportionmentとい う。定式分 配 とい う用語 は、岡村(1985)に 倣 っ
た もの であ る。 なお、本 稿 に お いて は、allocationは 配 分、apportionmentは 分 配、distributionは 配賦 と
訳 し分 けて・い る。
12)ユ ニ タ リー ・タ ックス とは、米 国に おいて複 数 の州 にまたが って業務 を行 って いる多州籍法人 に対 して、
あ る州 に直接 配分 す る ことが で き る所得 を除 い たその他 の所得 につ いて、 客観 的 に州の持 つ課税権 に対 す
る所 得 を算 定 し、課税 す る州 法人所得税 または法人営 業税 をい う。
13)NTAは 、1907年 に設 立 され た租税 に関す る非営 利 かっ非 政治 的 な研 究 ・教 育 団体で あ る。 歴代 の会 長
に は、Seligman教 授 やAdams教 授 な どそ うそ うた る顔 ぶれ が並 んで い る。NTAの ホー ムペ ー ジ(http://
www.ntanet.org二2007年1月21日ア クセス)を 参照 。
14)NTA(1927),pp.158-15f.
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各州が1920年 代～30年 代 の国際連盟の議論 を受 けて、独立企業原 則の採用 に大 き く傾 きなが らも、
定式分配の支持 を続 けてきた ことである。つぎに、NTAに よる検討 を受 けて1957年 にユニタ リー ・
タ ックスのモデル法 が成立 した経緯 とユニタ リー ・タ ックスの現状 を概 観す る。 その後、NTAに
よる検討 に対す る評価 を行 うこととす る。
2.定 式分配
(1)定 式分配 とは
定式分配 は、関係す る企業間 において行われ た取引 による所得 の帰属 につ いて、一定 の定式 に
基 づいて所得 を分配す ることを意味す る。定式分配の もっ とも典型 的な方式 は、マサチ ューセ ッツ
方式 と呼 ばれ るものであ るが、 これ は、関連す る企業の利益 を合算 し、 これを有形資産 、給与、売
上高 の3っ の ファクターに均等に加重 して、 これ らの合計比率 に基 づいて利益 を分配す る方法であ
る。 このよ うに、定式分配 は、あ らか じめ定式を作 っておき、 これに数値 をあてはめて計算す るも
のであ るこ とか ら、非常に簡易であ り、基本的 には二重課税 を生 じないな どの長所 を有す る。一方、
定 式分配 に対 して は、 「採用 され るフ ァクターが所得獲得 の源泉た りうるかが疑問で あるこ と、国
際取 引にこれを適用す る場合 には、国際的な合意が必要であるがその実行可能性 に疑問がある。」16)
とい う短所 があ り、 これ も決定 的に有効 なもの とは言 い難い。
現在、定 式分 配 は、米 国のstates、 カナダのprovincesお よびスイスのcantonsの 問 にお ける所
得配分 に適用 されてい る】7)。これ らの諸国 は、連邦制 を採用 してお り、連邦憲法の範囲 内で各州 に
独 自の課税権 を認めている。 しか し、各州で独 自の立法 を行 うと多州籍企業の租税 負担が増 える可
能性が高 ま り、州内企業 との競争上不利な状況 に追 い込 まれ、 これ によ り経済活動が停滞す ること
になるか ら、 これを避 けるために何 らかの対応が迫 られ る18)。
米 国においては、その建国 の当初 か ら連邦の権力 が限定的であった。米国 においては、 「州に よ
る課税権 は、 その存在 に欠 くことので きない(indispensable)も ので ある。」19)とされてきた。米
国は1776年 に英 国か ら独立 したが、 当時 の13州 はそれぞれが主権 を有す る独立の国家 であった20)。
この よ うに、米国においては、連邦政府の機能 は限定的であったのである。 そ こで、立法府 は、州
課税権行使の監 視の責任 を連邦裁判所 に移管 した といわれている21)。すなわち、米国 においては、
15)NTAが 連 邦政 府 また は州政 府 に よる組 織 でな い こ とによ り、NTAに お け る定式 の統一過 程 を検討 す る
こ とにつ いて の位 置 付 けを どの ように評価 す べ きか、 とい う ことが問題 とな る。 この点 につい て、Altman
andKeesling(1946),p.235に は、NTAに よる定式 の統一状 況 につ いて、「publicgatherings」 とあ るこ とか ら、




19)1824年 に連邦最 高裁長官 のMarshallがGibbonsv.Ogden,22U.S.(9Wheat,)1,199の判 決 の中で述べ
た有名 な言葉 であ る。
20)山 崎(1989)、15ペ ー ジ。
21)Adams(1932b),p.102.
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州に対 して独立 した課税権 を認め、 この調整 を連邦裁判所 に行わせ るとい う方式を採用 したのであ
る。 しか しなが ら、州の課税権 に対 しては、 まった く制 限がないわけではない。つぎに、連邦憲法
による州課税権の規制 について述 べることにす る。
(2)連 邦憲法 による規制
州課税権 に関 しては、連邦憲法において、以下 に述べ るように通商条項お よびデュー ・プロセス
条項 の2つ の規制 が及んでいる22)。
① 通商条項
米 国連邦憲法第1条 第8節 第3項 は、 「連邦議会 は、諸外 国 との通商 および各州問の通商を規
制 す る権限 を有す る。」 と規定す る。 したが って、州独 自の州際取引の規制 は、憲法違反 とな る
とい うことが認識 されている23)。ユニタ リー ・タックスが この規定 に反 す るか否 かにつ いては、
判例 は、必ず しも一貫 した考 え方を採 ってきてはいなか った とされ る24)。しか し、裁判所 は、基
本 的には州際取 引に関す る州の課税権 に関 して通商条項 によ る規制 はあま りしていなかった と
いって よい25)。
② デュー ・プロセス条項
つぎに、連邦憲法修正14条 は、 「正当な法 の手続 によらずに、生命、 自由 または財産 を奪 われ
ることはない。いかなる州 といえ ども、正当な法の手続 によらずに、何人 からも生命、 自由また
は財産 を奪 ってはな らない。その管轄 内にあ る何人に対 して も、法律 の平等な保護を拒 むこ とが
で きない。」 と規定 してい る26)。課税面で は、課税管轄権(州)と 納税者個人 との関係 に着 目し
た ときに、課税 が適正 といえるか、言 い換 えれば、納税者 自身 またはその活動が課税 を正 当 とし
うるほど十分 に管轄権 と関連を持つ ものかを問題 にする27)。
以上の ように、通商条項お よびデ ュー ・プロセス条項か らは、州が ある者 に課税権 を行使す る
ためには、州 とその者 との最低 限の合理的な関連性 が必要 であ り、それに よって、あ る者の活動
に対 して まった く結 びつきを持たず、または、 ご くわずかの結 びつき しか持たない管轄権か らの
不合理な課税が防止 されるこ とになる28)。
ところで、 ユニタ リー ・タ ックスは、いつ頃か ら導入されてきたので あろうか。つ ぎに、ユ三夕'
リー ・タックスの誕生 について明 らかにする。
3.ユ ニ タ リ ー ・タ ッ ク ス の 誕 生29)
米 国 にお い て は、20世 紀 の初 頭 に、 多 州籍 企 業 が各 州 に ま たが っ てユ ニ タ リー ・ビ ジネ ス30)と
22)こ の2つ の 規 制 に 関 す る 初 期 の 文 献 と して 、McBride(1939)を参 照 。
23)Baldwin(1924),pp.406-407.
24)岡 村(1985)、54ペ ー ジ 。
25)Hellerstein(1984),p.59.
26)山 崎(1989)、14ペ ー ジ 。
27)岡 村(1985)、55ペ ー ジ 。
28)Ibid.、57ペ ー ジ 。
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よ ばれ る単 一 な事業 を行 って い る場 合 に、州 に帰 属 す る所得 を個別 に計 算 す る代 わ りに、法 人 の ユ
ニ タ リー ・ビジネ ス全 体 の事 業 所得 を算 出 し、 これ を一定 の算 式 を使 用 して その一 部 を州 に配賦 し
た うえで、 その 法人 の 当該 州 に おけ る課税 所 得 を計 算 す る とい う方法 を用 い て いた31)。
ユ ニ タ リー ・ビジ ネスの起 源 は、1870年 代 に米 国 の鉄 道会社 に対す る州税 としての財 産税(Property
Tax)の 課 税 に お い て 用 い られ た 「ユ ニ ッ ト ・ル ー ル 」 に さか の ぼ る とい わ れ て い る32)。ユ ニ ッ
ト ・ル ー ル とは、 あ る事 業 が 連 続 して行 なわ れ て い る場 合 で 、 それ が 州 を また い で い る場 合 に は、
これ に 用 い られ る鉄 道 の 軌 道 や電 信 網 に つ い て、全 体 の長 さに対 す る 当該 州 の 長 さ を基 準 として
課 税 す る とい うル ー ル で あ っ た33}。連 邦 最 高 裁 判所 に おい て は、鉄 道 の 軌 道 につ いて は1885年34)、
電 信 網 につ いて は1888年35)に 判 決が 出 てユ ニ ッ ト ・ル ールが確 立 され た とされ て い る。
そ して、 州 問 を実 際 に移 動 す る寝 台車 や 食堂 車 につ いて、 現在 の よ うな定 式 を最 初 に作 り上 げた
の は、 ペ ン シル ベ ニ ア州 で あ る といわ れ て い る。 多 くの州 に また が って営 業 して い る車 両 賃貸 会 社
に対 す る財産 税 の課 税 にお いて 、ペ ン シル ベ ニ ア州 は、 全米 を移 動 す る資 産(寝 台 車 や食 堂 車)の
一 部 を 同州 に配 賦 して 、 それ に課税 す るた め に一定 の定 式 を採用 した36)。 そ して、 これが1891年 に
最 高 裁 判 所 で支 持 され たの で あ る37)。 この よ うに、 州 内 に存 在 す る企 業 の資 産 だ けで な く、無形 資
産 や企 業 価 値(goingconcernvalue)を適 正 に帰 属 させ る こ ともユ ニ ッ ト ・ル ール とい うので あ
る38)。ユ ニ ッ ト ・ル ール は、 そ の後 、資 本 税(capitalstocktax)に適用 され、 さ らに製 造 業 や販
売 業 を営 む企 業 の所 得 に対 す る課税 の方 法 と して適 用 されて い くので あ る39)。
法 人 所 得 税4()は 、1911年 に ウ ィス コ ンシ ン州 に お い て最 初 に導 入 され た41)。 ウ ィス コ ン シ ン州
で は、無 形 資 産 に対 す る財 産 税 を廃 止 す る代 わ りと して、所 得 税 が導 入 され た42)。 その後 、1915年
に は コネ チ カ ッ ト州、 そ して1917年 に は ミズ ー リ州、 モ ンタナ州 お よび ニ ュー ヨー ク州 、 さ らには
29)ユ ニ タ リ ー ・タ ッ ク ス の 誕 生 に つ い て は 、 マ キ ロ イ(1984)が あ る 。
30)ユ ニ タ リ ー ・ ビ ジ ネ ス と は 、 機 能 的 に 統 合 さ れ た ビ ジ ネ ス で あ っ て 、 全 体 が1つ の 経 済 的 単 位 と し て 営
業 さ れ て い る も の で あ る 。 一 般 的 に は 、 州 内 の ビ ジ ネ ス と 州 外 の ビ ジ ネ ス と の 間 に50%以 上 の 株 式 の 所 有
ま た は コ ン ト ロ ー ル に よ る 直 接 ま た は 間 接 の 支 配 関 係 が あ る と と も に 、 商 品 ま た は 価 値 の 流 れ が 存 在 す る
こ と に よ っ て 、 州 内 の ビ ジ ネ ス が 州 外 の ビ ジ ネ ス に 依 存 ま た は 貢 献 し て い る 場 合 に は 、 全 体 の 営 業 が ユ ニ
タ リ ー ・ビ ジ ネ ス で あ る こ と に な る 。 宮 坂(1985)、34ペ ー ジ に よ る。
31)Ibid.、1ペ ー ジ 。
32)岡 村(1985)、52ペ ー ジ 。




37)Pullman'sPalaceCarCo.v.Pennsylvania,141U.S.18(1891).なお 、 こ れ よ り も 前 に 、StateR.R.
TaxCases(1876),92U.S.575にお い て も 、 ユ ニ ッ ト ・ル ー ル は 支 持 さ れ た と も い わ れ て い る 。 こ の あ た
り の 議 論 は 、Huston(1932),p.727を参 照 。
38)ユ ニ ッ ト ・ル ー ル を 公 式 に 明 ら か に し た 裁 判 例 と し て は 、AdamsExpressCo.v.Ohio,165U.S.197
(1897)が あ る と い わ れ て い る 。
39)こ の あ た り の 経 緯 に つ い て は 、Hellerstein(1952),pp.274-276を参 照 。
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1919年 にはマサチューセ ッツ州 およびノースダコタ州 において採用 され るな ど、順次拡大 していっ
たのであ る。その後 、所得税 は各州で導入されてお り、現在では、45の 州で採用 されてい る。
1911年 にウィスコンシ ン州が法人所得税 を導入 して以降、各 州は定式分配 を採用 したものの、具
体的 な分割 ファクター等 について は州 によ り大 き く異 なっていた。 このよ うな状況 においては、州
際取 引する企業 はよ り多 くの課税 を受 ける可能性 があることか ら、各州 で統一的な課税を行 うこと
が求 め られた。 そ こで、NTAの 内部 に検討委員会 を設置 して、統一的な課税方法 について検討 が
重ね られることとなった43)。
4.NTAに おける定式の統一 に係 る検討の推移
(1)モ デル税 法 委 員会
NTAに お け る検 討 は、 州 際 取 引 に お け る二 重課 税 を排 除 す るた め に、1916年ll月 に州税 ・地 方
税 モ デル 税 法 準 備 委 員会(CommitteetoprepareaplanofamodelsystemofstateandlocaI
taxation)を 設置 す るこ とで 開始 され た44)。 そ して翌1917年 、同委 員会 か ら報 告書 が公 表 され た45)が 、
同報 告書 に添 付 され る形 で、Adams教 授 の"TheTaxationofBusiness"46)が公表 され た。Adams
教 授 は、 州 際取 引 の所 得配 分 に関 して は、 経験 則 として資産 と給 与 を フ ァ クター と して純 所得 の分
割 を行 うこ とを勧 告 した。 そ して、 この.配分 問題 は、 よ り科 学 的 に解 決 され るべ きで あ るが 、何 よ
りも重 要 な こ とは統 一 したル ー ル を定 め るこ とで あ る と して い る47)。
40)各 州 の名 称 も法人所 得税 に統 一 されて いた わ けで はな く、'州に よって は営 業税(FranchiseTax)など
とい う。 これ は、現在 も同様 で、た とえば、カ リフォル ニア州 において はFranchiseTaxと 呼ぶ一 方、ニ ュー
ヨー ク州 にお いて はIncomeTaxと 呼ん で いるが、 ともに純所 得(netincome)に 基 づ く課税 で あ り、・同
一 の性 質 を有 して い る といえ る。
41)ウ ィス コンシ ン州の法 人所得 税 の導入 には、後 に国際連 盟 財政 委員 会 の米 国代 表 を務 め たAdams教 授
の尽 力 があ った もの とされて い る。Adams教 授 は、1901年 か ら1915年 まで の間、 ウ ィス コ ンシン大 学 で経
済 学 の教鞭 を とるかた わ ら、1911年 か ら1915年 の秋 まで ウ ィス コ ンシ ン州 の租税 委 員会(WisconsinTax
Commission)の 税務長官(Commissioner)であった。GraetzandO'Hear(1997),P.1029を参照 。
42)Kennan(1912),p.103を参 照。
43)NTAに お い て は、 法人 所 得 税 に先 立 っ て財産 税 の州 間 にお け る配 分 につ いて議 論 され て い た。NTA
(1917)参 照。 これに よる と、当時は、鉄道 会社 の財 産税 に関 しては、単 に通過す る線 路の長 さだ けではな く、
ポイ ン ト切 替機 や輸送 量 な どを考慮 すべ き とい う意見 が あ り、各 州間 に おけ る統一 方法 の合意 に達 してい
なかった。
44)モ デ ル税 法 は、所 得 税 に限 らず、 基 本 的 に はすべ て の税 目につ い て制定 され るべ きで あ る とされた。
NTA(1918),p.183を 参 照。
45)Ibid,,pp.183-184.な お、 以下で用vる 「報 告書 」 は、NTAの 年次 総会 にお ける報 告書 を意味 す るが、 こ
れ が実際 の 印刷 物 にな るの は翌年 であ る。 本報 告書 の よ うに、 文 中で は1917年 報告 書 とい って い るが、 こ




な お、 こ こで留 意 す べ きは、 州際 取 引 に おい て州 間 で配分 され る所 得 は、 個別 的 に配 分 で き る所
得 を除 いた もので あ る とい う こ とで あ る。 す な わ ち、利 子、 配 当 、 キ ャ ピタル ・ゲ イ ンは、所 得 の
源 泉 が 明 らか で あ る こ とか ら、所得 の 生 じた特 定 の 州 に割 り当 て るこ とが で き る。 これ に対 して、
製 造 や 販売 な どにつ いて は、 どの州 で利 益 が 生 じたか 明 らか で ない こ とか ら、 州 間 の課 税 権 の調 整
が図 られ るの で あ る。
その 後 、 モ デル所 得 税 法48)が1920年 に策 定 され 、公 表 され た49)。 モデ ル所 得税 法308条 によ る と、
州 問 に また が る事 業 か ら生 じる所得 につ い て は、資 産 と総収 入(grossreceipt)を フ ァ クター とす
る定 式 分 配 を採 用 す べ きで あ る とした。 この うち、 資産 フ ァク ター に は、動 産 お よび不 動 産 が含 ま
れ、 こち らに全 体 の3分 の2の 比重 を置 くこ とと し、総 収入 フ ァ クター に は3分 の1の 比 重 を置 く
こ と とされ た50)。
(2)1922年 「製造業 および販売業の州税 の分配に関す る委員会」報告書
1920年 のNTA年 次総会 において、 「製造業 および販売業の州税 の分配 に関す る委員会」が設置 さ
れた。 そ して、1922年 のNTA年 次総会において 「製造業および販売業の州税の分配 に関す る委員会」
報告書5Dが 報告 された。 この報告書 の概要は、 以下の とお りであ る。
同委員会は、納税者 が二重課税に陥 る可能性 をな くすためには、すべての州で同 じ定式 を採用す
る必要が あるとした。 また、1922年 報 告書 において は、独立企業原則 と定式分配 との理論的検討が
行 なわれた。 それ による と、定式分配のすべてが恣意的ではあるが、独立企業原則 はさらに恣意的
にな る、 とされている52)。すなわち、 「多 くの場合、各部門が統合 された事業 の支店ではな く独立
の企業で あった とした場合 に、各部門間の価格 と勘定が部門 が得 るで あろう利益 を反映 して設定 さ
れ る、 とい う方法が ある。 しか し、 この方法において も、多 くの見積 と仮定 を含 む。… この方法 に
対 する最大 の反対理 由は、実践 的でないこ とにある。各案件について、正確 にこれを行 お うとす ると、
州に対 して膨大 なコス トがかか るだ けでな く、納税者 に対 して も過度な出費 を強要す ることになる。
さらに、同 じことが関係す るすべての州で行 なわれ ることにな る。 そして、ある州の税務 当局が行 っ
た配分が、別 の州当局 の配分 とまった く同 じになるこ とはほ とん どない。そ うな ると、ある州の税
務 当局 は、別 の州の税務 当局 の行った配分 をそのまま受 け入 れることはしないであろ う。 したがっ
て、 当委員会 として は圧倒 的多数によ り、定式分配が望 ましい とい う結論 に至 った。実 際、定式分
配 は納税者 お よび州税務 当局 の90%以 上 によ り受 け入れ られ てい る。」53)と い うので ある。
(3)1931年 「事業所得の配分」報告書
1931年 報 告書54)に お いて は、 州際取 引か ら生 じる所 得の配分 問題 に関 して、国際商 業会議所
48)こ れ に は 、 個 人 所 得 税(taxationofpersonalincome)と法 人 所 得 税(taxationofbusinessincome)







(lnternationalChamberofCommerce:ICC)と協調 して検討 された ことが明 らかにされた。報告
書 では、ICCが 提起 した国際間の二重課税問題 について考慮が払われている。以下 に、報告書 の概
要を述べ る。
州際取引における所得 の配分方法 については、 以下のよ うな結論 を出 した。
イ 納税者が、 その州 に帰属すべ き所得を公正 に反映す る帳簿 を保存 している場合 には、独立
企業原則を用 いるもの とす る。
ロ 上記の帳簿がない場合には、定式分配 を適用 する。ただ し、納税者 または税務 当局が、定
式分配 を使用す ることによ り不合理 とな ると主張す る場合 には、別の手続が とられ る。
これ に関 して、当時、 国際連盟財政委員会配分法研究担 当デ ィレクターであったCarroll55)は 、
1931年NTA総 会 において、以下 のよ うな講演 を行 った56)。「委員会報告書 によると、州際取引 と国
際取 引はその性質等が異なる とい うことであったが、簡素化 の観点か らは同 じ配分手続 が行われる
ことが望 ましい。NTA委 員会が、今後 も国際的な議論 と調和 してい くことを希望す る。」57)と。
また、Adams教 授 は、「独立企業原則 と定式分配には、それほ ど大 きな違 いはない。 というのは、
独立企業原 則において も多 くの費用 と一定の収益 については、一定の基準 によ り割 り当てている
か らである。 この割 当て とい う作業 は、一種の定式分配で ある。 しか し、 よ り重要 なことは、独立
企業原則 を用 いる と外国の課税管轄での機能が関係 しな くなる、 とい うことで ある。定式分配を用
いると全所得 を用い ることか ら、外国での所得 も合算 の対象 となる。定式分配 はこの点が弱点 とな
る。」58)と述べている。
1931年 報告書 において、独立企業原則が大 き く台頭 して きたのは、それ まで独立企業原則が現実
的 には機能 しない とされてきたが、連邦最高裁において独立企業原則が認め られた と理解 された こ
と59)、そして、国際連盟財政委員会 の米国代表であったAdams教 授 とCarroll氏 によるイニシアティ
ブが大 き く影響 している と考 えられ る。
(4)1933年 「州税の統一性 および相互性 に関す る委員会」報 告書
1933年 の 「州税の統一性 および相互性 に関す る委員会」報 告書 において、同委員会 は、過去3年
間 にわた り国際連盟財政委員会お よびICCと 協調 して この問題 について議論 して きたが、州間 にお
ける所得配分 の方法 としてマサチ ューセ ッツ方式を最良の方法 と認め、 これを採用す ることを勧告




LeagueofNationsとい う 立 場 で 、 主 に 国 際 取 引 に お け る 課 税 権 の 配 分 に つ い て 尽 力 し て い た 。Carrollの







定式分 配 を採用 した理 由について、 以下の ように述べて耽 る。 「委員会の議論 の中では、配分 の
科学 的完全性 よ りも、各州間で統一 できる合理的な定式について合意する方が望 ましい とい う合意
を得 た。州間で統一 す るため最 も適合す るのはマサチューセ ッツ方式であるとい うことになったの
であ る。」61)と。
そ して、マサチ ューセ ッツ方式を勧告す る理由 として、簡易で あること、独立企業原則 と同様 の
結果 が得 られた こと、すでに多 くの州で実施 していること、配分結果が公平 であること、を指摘 し
てい る。
(5)1939年 「所得配分委員会」報告書
1937年 のNTA総 会 において 「所得配分委員会」が指名 された。 そ して、1938年 総会 で予備 的な
報告書62)が 、1939年NTA総 会 において報告書63)が提 出された。
1939年 報 告書 においては、 当時法人所得税 を採用 していた32の 州および40の 企業 に対 し、 その用
い るファクターにつ いて調査 した結果が記載 されて いる。それによると、多 くの州において、マサ
チューセ ッツ方式 およびその類似の方法を採用 していた64)。これ について、当初 の配分方法 を改正
した6つ の州は、 これが不平等であった ことを認 め、 より公平な方法へ改正 した とした65)。
一方、40の 企業 に対す る質問 に対 しては、22の 企業か ら独立企業原則の使用には反対 する とい う
回答で あ り、賛成 した企業は15で あった66)。独立企業原則に賛成す る企業 は、 よ り正確 に所得 を計
算す ることができる と考 えていた。 しか し、多 くの企業 は、独立企業原則 は間接費の配賦 に関 して
恣意的であ ること、費用が多 くかか ること、実践的でないこと、そ して、製造 や販売 といった段階
での利益 を算 出す るこ とは不可能であ るこ と、 を主張 した。
1939年 報告書 の中で、 米国会計士協 会(AmericanInstituteofAccountants:AIA)に対 して、
定式分 配 と独立企業原則 に関 して意見を求 めていた結果 が記載 されている。AIAは 、内部に委員会
を設置 して この問題 について以下の ような報告 を行 った。
イ.理 論 的には、AIAの 主張するように独立企業原則 の方が定式分配 よ りも望 ま しい。各州は各
企 業が独立企 業原則 を採用 することを認 める条項 を整備すべきであ る。その際、企業は当該州
で稼得 した所得 を正確 に算定す るよ う適切 な会計 システムを有 している必要が ある67)。
ロ.独 立企 業原則 に よる配分ができない場合には、マサチューセ ッツ方式 を採用すべ きであ る。
しか し、均等加重 とす る と、製造拠点に3分 の2が 帰属す ることになる。 これ は公正 とはいえ











ハ.各 州 は、納税者に過度の負担を強 いることのないよう、別の ファクター を用い ること、また、
ファクターにウェイ ト付けをす るこ とを認め るべ きである69)。
1939年 報告書 に関 しては、独立企業原則 を支持 する者 と独立企業原則 を支持 しない者 との間で非
常 に大 きな議論 を呼んだ。 この問題 は、1939年 総会70)だ けではな く1941年 の総会 において も議論
がなされた71)が、独立企 業原則 が理論的 に適切 であ るとい う主張 に関 して、多 くの支 持を得 るこ
とができず最終的には承認 され なかった72)。
1939年 報告書 が承認 されなかった理 由については、Keesling(1940)の コメ ン トを見 るこ とによ
り明 らかになる と思われ ることか ら、以下 にその概要 を述べ る。 すなわち、 「独立企業原 則を適用
す る場合 には、各州に帰属す る収益 と費用 を算定す る必要がある。 しか し、収益 を算定 するために
は、多 くの恣意的な推定を伴 うことにな る。た とえば、製造販売業の場合、製造 に係 る利益 は、 同
社が販売部 門を有せず にその活動が もっぱ ら製造だ けであ り、 同様 の製品を取 り扱 う販売部門を持
たない他の製造業者が獲得す るの と同 じ価格 で販売 したな らば獲得 したであろう利益 を推定 し、 こ
れに基づいて分配 を行 う。つ ぎに、販売 に係 る利益 は、同社が当該製品を製造 せずに他の製造業者
か ら仕入れた場合 の利益 を推定 し、 これに基づ いて分配を行 う。費用の分配 について も恣意的で あ
る。間接費は定式 に従 って分配 され るが、ほ とん どの費用 はその費用が発生 した州に割 り当て られ
る。 また、た とえば、販売費 を特定 の州で増 や した結果 として売上高が増加 した企業の場合 には、
製 品の生産量が増 えることにな る。そ して、単位当た りの製造原価 は低 くな る。そ うなると、企業
の利益 率が上が ることになるが、 これ は1つ の州においてではな く、全州 においてそ うな るのであ
る。 したがって、 当該販売費は ビジネス全体 に直接的 に関係す るのであって、 それが発生 した州だ
けに恣意的に分配すべきではない。 このような理 由によ り、ユニタ リー ・ビジネスにおいて、独立
企業原則 は、信頼で きない結果 を生 じさせ る。 したが って、独立企業原則は、州毎 に適切 に区分 で
きるビジネスにのみ限定 して使用すべ きである。」73)と。
一方、定式分配 に関 しては、 「定式分配 は、あ る州 に帰属 すべ き純所得 を正確 に算定す るこ とは
できず、 したがって近似値 となる。定式分配 は、簡易で直接的である。定式がバ ランスが取れてい
れ ば、その結果 も一般 的には合理 的なものになる。」74)とし、 これ までのNTAの 議論 を踏襲 したコ
メン トを している。
(6)1951年 「課税場所 および配分 に関す る委員会」報告書
1951年 のNTA総 会 において、1949年 に組織 された 「課税場所 および配分 に関す る委員会」 の最
終報 告75)が行われた。通信 および運送業に関 しては、独特 の経営慣行が あることか ら報告書 の中
には含 まない ことに した。 この中で、通常の売買 を行 う企業については、いわゆるマサチューセ ッ
70)Keesling(1940),Turner(1940),McColgan(1940),およ び こ れ ら に 基 づ くデ ィ ス カ ッ シ ョ ン を 指 す 。
71)Mattersdorf(1942),Ford(1942),Powell(1942),およ び こ れ ら に 基 づ く デ ィ ス カ ッ シ ョ ン を 指 す 。
72)1942年 の34thNTAProceedings,pp.767-768によ る と 、 報 告 書 が 理 事 会 に お い て 承 認 さ れ ず に 単 に 総 会





ッ方式 を採用すべきで ある とした。その理 由 として、マサチューセ ッツ方式で採用 され る3つ のファ
クターが所 得 を産 み出す7つ の事業活動の機能 を適切に反映 して いるとして、以下 のよ うな表を掲
げてい る76)。表1に よる と、売上高、資産 および給与の3つ のファクターは、販売活動、購買活動、
在庫、与信お よび代金回収、運送、会計および法務、一般管理の7つ の機能 を網羅 してい るとして
い る。 以下の表1に おける×印は、 フ ァクターが反映す る機能 を指 している。
表13つ のフ ァクター と機能の関係
売上高 資産 給与
販 売 活 動 × × ×
購 買 活 動 × ×
在 庫 × ×
与信および代金回収 ×
運 送 × ×
会 計 お よ び 法 務 ×
一 般 管 理 ×
(出 典:NTA(1952),p.461)
もちろん、定式を用 いるこ とによ り、地理的または一連の事業活動のいずれかに正確 に所得を反
映 させ ることはで きない とい う指i摘はあるが、3つ のファクターを用 いることによ り、7つ の事業
活動が反映 され る とい うことがあるとい うのである。
しか し、定式 を用 いる ことによ り不合理 な結果を もた らす ことが明 らかな場合 には、州税務長官
は、 その指揮 によ り、 または納税者 の申請 によ り、独立企業原則 または3つ のファクターの うちの
1つ または2つ を用 いる定式な ど、別 の方法 を用いて配分すべきである77)、とした。
筆者 としては、表1に つ いては、給与 ファクターがすべての機能 を反映 している、 とい う主張が
あるこ とか ら、合理 的なものではない と考えている。 もし、7つ の機能 を反映するファクターを用
いる とい うので あれば、給与 ファクターだけを用 いて定式 を定 めればいい ことになるか らであ る。
ただ し、報告書 および これ に関する議論の中にはこの点 に触れたものはない。
1951年 報告書 は、つぎに3つ のファクターにつ いて、詳細 に定義づけ してい る。 まず、資産 ファ
クター につ いては、イ.州 内に所有 または貸借す る不動産、ロ,州 内で所有 または賃借 す る動産(た
だ し、棚卸資産 を除 く)、ハ.所 有す る収益 を産み 出す無形 資産 の3つ とす る。 これ らの評価方法
は連邦所得税 と同 じとす る。ただ し、賃借 してい る資産について は、年 間賃借料 の8倍78)と する79)。
給与 ファクターについては、純所得 を算出す るために使用 され る会計 の方法に従 って計算 され る
賃金、給与、 その他 の報酬すべてを含 む80)。
76)Ibid.,p.458.
77)Ibid.,p.460.
78)賃 借 し て い る 資 産 に 関 し て 、 年 間 賃 借 料 の8倍 と す る の は 、 も と も と に ユ ー ヨ ー ク 州 に お い て 行 わ れ て




売上高 ファクターについては、イ.売 買(merchandising)、 鉱業、農 業については、a.州 内の
店舗、工場等か ら州 内の顧 客に配送 された場合のすべての動産売上高、b.州 外か ら配送 された動
産 については、州内での販売活動を経常的に行ってお り、かつ、 当該販売が納税者 の通常の販売活
動 の結果 である ときは、州 内売上 とす る、c.州 外 における販売活動が通常 の活動 ではないか、 ま
たは、当該販売が通常の活動 に帰属 しない場合には、州外の顧客 に対する州内の店舗等か らの販売
は州内売上 とする。 ロ,そ の他の業種 については、州内 で提供 された役務か ら受領 した額 を州内売
上 とす る81)。
これ ら3つ のファクターそのもの は、上述の ようにすでにNTAに よ り定式に採用す るこ とで合
意が得 られていた ものであ る。1951年 報告書 においては、各 ファクターの定義づけを行 うことに よ
り、解釈の相違 をな くす ことを目的 としているのであ る。特 に、売上高 について、 どの州で売上が
あったかによ り、州の歳入 に直接的な影響 を与 えることか ら、中立的な立場であ るNTAが 客観 的
で実践的な尺度 を提供す る、とい うことに意義があったのである。NTAに よる長年にわたる検討 は、
単 に独立企業原則 と定式分配の争 い とい う点だけでな く、 よ り具体的な規定の制定への貢献 とい う
位置づけがあったのであ る。
1951年 報 告書 は、NTAと して の州際取 引に関する基 本的 な考 え方 であ る定式分配 を採用す る こ
と、そ して、用い られ る3っ の ファクターについて詳細 に定義づ けすることにより、各州 の規定 を
統一するよう働 きかけるとい う機能 を果 た しためである。
5.UDITPAの 成 立 とユ ニ タ リー ・タ ッ クスの現 状
1951年 報 告書 を も って、NTAに よ る定 式 分 配 統 一 の作 業 は終 焉 を迎 え た82)。 そ の後 、1953年 の
州 知事 会議 に おい て、 州政 府評 議 会(CouncilofStateGovernments)に対 して定 式分 配 の方 法 の
統一 に関 す る研 究 を指 示 した83)。一方 、 財務 管理 者 財 団(ControllershipFoundation)は、 「製 造 ・
販 売 ・採 取(extractive)法 人 の純 所得 に基 づ く州税 に お け る分 配 ・配 分 定 式 お よ び フ ァ クタ ー に
つ い て」 と題 す る研 究 報 告 書 を1954年4月 に公 表 した84)。 そ して、 この報 告 書 を基 に した州 政 府 評
議 会 に よ る報 告書 が1954年 の 州知 事 会議 に提 出 され た。 この会 議 で、製 造 ・販 売 ・採 取 業 につ いて は、
3フ ァ クタ ー定 式 を採 用 す る こ と とされ た 。 これ に よ り、 州政 府 に よ る合 意 が は じめて 成 立 した
こ とに な る。 この合 意 を受 けて、1957年 に、・州間 で の税制 の不 調和 を解 決 す るた め、共 通 な州 税 法
に関す る州 税務 長 官全 国協 議会(TheNationalConferenceofCommissionersonUniformState
Law:NCCUSL)によ り州 間所 得 の配分 方 法 に 関す るモデ ル法(TheUniformDivisionofIncome
forTaxPurposeAct:UDITPA)が成 立 す るの で あ る85)。
81)Ibid.,p.463-465.
82)NTAの 長 年 の検 討 がUDITPAに つ なが っ た とい う点 につ い て は、Wilkie(1961)を 参 照。 もっ とも、
NTAの 検討 が終 了 してか らUDITPAが 成 立す るまで6年 間 ほ どの期 間が あ る。 この間に も、Coxは 、1952年 、
1953年 お よび1955年 に各 州問 の課税方法 の統一 の必 要性 を説 いてい る。Cox(1952),Cox(1953),Cox(1955)
を参照 。
83)以 下 の記述 は、Chwals(1955)に 基 づ いて い る。.ま た、 州法 人所 得税 をめ ぐる1950年 代 の簡 単 な経 緯
につ いて は、Oveson(2002),pp.283-284を参照。
84)こ の報 告書 は、実 際 には ミシガ ン大学 のCohenが 書 き上げた もので あ る。
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そ の後 、1967年 に は、 州税 務 当局協 議 会(TheStateTaxAdministratorsAssociations)は、 州
税 法 の モデ ル とな る多 州 間課 税協 定(MultistateTaxCompaq)を策 定 した。 これ に基 づ いて1973
年 に所 得 の州 間配 分 に関 す る実 施細 則 が制 定 され た。UDITPA等 は実 際 の法 令 で は な く、 モデ ル法
で あ る こ とか ら、 各 州 はそれ ぞれの 方法 を用 い て課税 してい る。現 在 は、多 州 間課 税協 定 の規 定 に
基 づ い て、45の 州 で構 成 す る多 州間 租税 委 員 会(MultistateTaxCommission:MTC)によ り、 州
法 人 所 得税 の調 整 が 図 られ て い る。
表2に あ る よ うに、今 日で は、州 法人 所得 税 を有 す る45の 州 の約3分 の1が マ サ チ ューセ ッツ方
式 を採 用 して お り、 売 上高2倍 加 重 を採 用 して い る州 は約半 数 に上 る。 これ 以外 に、売 上 高3倍 加
重 とす る州 や 、売 上 高 だ けを フ ァクター として採用 してい る州 も多 くな っ て きて い る86)。 この よ う
に、 最 近 は、 売 上 高 を重 視 す る傾 向 が顕 著 とな って きて い る。
表2定 式分 配 の採 用 状況(2006年)
定式 各州の採用状況
3フ ァクター均等加重 ア ラ バ マ 、 ア ラ ス カ 、 コ ロ ラ ド、 デ ラ ウ ェ ア 、 ハ ワ イ 、 カ ンサ ス 、
ミ シ シ ッ ピ、 ミズ ー リ、 モ ン タ ナ 、 ニ ュ ー メ キ シ コ 、 ノ ー ス ダ コ タ 、
オ ク ラホ マ 、 ロ ー ドア イ ラ ン ド、 ユ タ
売上高2倍 加重 ア リ ゾ ナ 、 ア ー カ ン ソ ー 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 、 コ ネ チ カ ッ ト、 フ ロ リ
ダ 、 ア イ ダ ホ 、 イ ン デ ィ ア ナ 、 ケ ン タ ッ キ ー 、 ル イ ジ ア ナ 、 メ ー ン、
マ サ チ ュ ー セ ッ ツ、 ニ ュ ー ハ ン プ シ ャ ー 、 ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー 、 ノ ー
ス カ ロ ラ イ ナ 、サ ウ ス カ ロ ラ イ ナ 、 テ ネ シ ー 、 ヴ ァ ー モ ン ト、 ヴ ァ ー
ジ ニ ア、 ウ ェ ス トヴ ァ ー ジ ニ ア
売上高3倍 加重 ニ ュー ヨ ー ク 、 オ ハ イ オ 、 ペ ン シ ル ベ ニ ア、 ウ ィ ス コ ン シ ン
その他の売上高加重方式 ジ ョ ー ジ ア(売 上 高80%,資 産10%,給 与10%)、 ミ シ ガ ン(売 上 高
90%,資 産5%,給 与5%)、 ミ ネ ソ タ(売 上 高78%,資 産ll%,給 与
Il%)
売上高単一方式 イ リ ノ イ 、 ア イ オ ワ 、 メ リー ラ ン ド、 ネ ブ ラ ス カ 、 オ レ ゴ ン
(注)ネ ヴ ァ ダ、 サ ウス ダ コタ、 テ キサス 、 ワシ ン トン、 ワイオ ミング の5州 で は法 人所 得税 を導
入 して い な い。
(出 典)CCH(2006),StateTaxHandbook,pp.277-279に基 づ き筆者 作 成。
定式分配 は、各 州によ り課税方法が若干異 なることや、執行可能性 や簡便性 を重視 した結果 とし
て、必 ず しも正確 な結果 をもた らす ものではない。た とえば、売上 ファクターに2倍 の加重を して
いる ことな どによ り、実 際の計算を行 うと100%の 課税 ではな く、 これを超 えて しまうことが生 じ
る ことがあ る87)。
85)須 田(1998)、434ペ ー ジを参照。 また、UDITPAの 採用 によ り、納税者 のコ ンプ ライ ア ンス ・コス トが
減 少 した ことにつ いて、Cox(1964)を 参照。
86)こ の点 につ い て、片桐(2005)、174ペ ージ は、 「売 上 高の ウ ェイ トを上 げ る と、逆 に資 産や 給与 といっ
た要 素 の ウェイ トが下 が るので、州 内で販 売活動 よ り相 対 的に生産 活動 に重 点 のあ る多 州籍企 業 の法人所
得 税 を軽 減 す る。 … この よ うに州は、企 業(生 産者)と 雇用 を惹 きつ け るため に、 経済 開発 の1つ の手段
と して売上 高の ウェイ ト付 けを2倍 以上 にす る ようにな って きてい るので あ る。」 と述べ て いる。 同様 の指
摘 として、小 泉(2004)、159-163ペ ージが あ る。
87)ユ ニ タ リー ・タ ックス の実 際 の計算 例 について は、須 田(1998)、441-446ペ ー ジを参 照。
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6.NTAに よる検討 に対す る評価
4.に おいて、NTAに よる定式分配 の統一作業 について概観 した。 その結果、州際取 引に係 る
州間の課税権 の配分に関 しても、移転価格税制 と同様 、独立企業原則 と定式分配の議論 が幅広 く行
われていたことが明 らかになった。最終的には、NTAに おいて も定式分配 を支持 した。その理 由は、
独立企業原則が理論上 とくに優れた方法ではない上 に、実践的ではな く、 また、 コス ト面 で問題 が
あった ことがあった。一方、定式分配 は合理 的な近似値を提供 でき、また簡易な方法 と考 えられた。
上述 したようにNTAの 検討 か らは、少な くとも2回 にわた り独立企業原則 を採用す る機会があっ
た。 まず、1931年 報告書において、 当時の国際連盟財政委員会やICCの 議論 の影響 を受 けて、独立
企業原則 を第1の 方法 とすべ き とい う意見が大勢 を占めた ときである。 しか し、2年 後 の1933年 報
告書 において、マサチューセッツ方式に基づ く定式分配 を用いて統一 することを勧告 している。
第2の 機 会 として、1939年 報告書 があった。 この報告書 においては、AIAの 特別委員会 の議論 を
受 けて独 立企業原則の理論 的正確性 を強調 したが、NTA総 会 においては報告書 自体 が承認 されな
か った。 その際、独立企業原則 を用 いた場合、同業他社が得たであ ろう利益 を推定 しなけれ ばな ら
ない ことが議論 されていた。 これは、独立企業原則 を採用す る場合 に比較対象取引を見 いだす際の
困難性 を指摘す るものであって、現在 の移転価格税制 において問題 になっていることと符合す る。
もう1つ 特筆すべきは、 ある州が独 立企業原則 に基 づいて算 出 した所得について、別 の州では必
ず しもそれ を受 け入れない、 とい うことが、すでに1922年 の段階で議論 されてい ることである。 こ
れは、現在の移転価格税制の執行状況 その ものであ り、あ る国で移転価格課税 が行われた場合 には、
他の国で 自動的 に対応的調整 を行 うのではな く、2国 間の権 限のあ る当局 において相互'協Qが 行 わ
れ、その合意 に基 づき対応的調整が実施 され る。 また、事前確認制度 においても、2国 間事前確認
の場合 は、納税者 の提出 した資料 に基 づいて関係す る国の権 限のあ る当局 において、相互協議 が時
間 をかけて行われてい る銘)。この ように、調査や審査の相互協議手続 を経 ることで事後 に時間がか
か るのは、独立企 業原則を選択 した場合の必然である。独 立企業原則 の適用上の問題 点が あること
を、 このよ うな早 い時期に認識 していた ことは驚 くべ きことである。独立企業原則の欠点 を考慮 し
て、NTAに おいては基本的 には定式分配 を用 いて、各州 における税制 の統一 を目指 していったの
であ る。
NTAの 検討状況 を概観 してい くと、1911年 に ウィス コンシン州で法人所得税が採用 されて以降、
これを採用する州の数が増 えるに従 って、採用 する定式の数 も増 えたが、徐々にマサチューセ ッツ
方式に収れん してい くことが明 らかになった。 これには、色々な理 由が あると思われ るが、 さしあ
た り、以下の2点 をあげてお く。
イ.裁 判所 による判決によ り、違法な定式 は排除 されていった。 この ことにより、極端 な配分結
果 となる方式ではな く、公正 で合理的な定式 に収 れん していった こと。
ロ.NTAの 複数 回にわた る勧 告や各州 の検討 によ り、 マサチ ューセ ッツ方式が合理 的であ ると
の認識が広 まった こと。
この うち、イ.に つ いては、HansRees'Sons事 件 のよ うに、工場 のあるノースカ ロライナ州に
80%を 超 え る所得 が帰属す ることになる定式は違法 とされた、 とい うのが典型的な事例 であろ う。
88)日 本の 国税庁 や米 国IRSは 、事前確認 の状況 を毎年公 表 して い る。 これ によ ると、 た とえば米 国にお いて
は、二 国間事前確 認 には、申請 か ら合 意 に至 るまで47.4ヶ 月かか るとの こ とで ある(IRS(2006),p.9に よる)。
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一 方 、UnderwoodTypewriter事件89)に よれ ば、47%が 製造 拠 点 の あ るコ ネチ カ ッ ト州 に帰 属 す る
こ とにな っ たが 、 これ につ いて連 邦最 高 裁 は是 認 した。 この よ うに、 裁判 所 の 多 くの判 例 に よ り各
州 の 配分 方法 の うち 、極 端 な結 果 とな るよ うな定 式 は徐 々 に改 正 され た ので あ るgo)。
ロ.に つ い て は、 た とえ ば、資産 だ け を フ ァク ター とす る場 合 に は、工 場 の あ る州 に所得 が偏 る
こ とにな る。 また、各 州で 異 な る1フ ァク ター方 式 を利 用 す る と、 二 重課 税 の リス クが著 し く高 ま
る こ とにな る9D。
以上 の議 論 か らい え る こ とは、NTAも 、 納 税 者 も、 各 州 も、 さ らに は裁 判 所 も、定 式 に よ り算
出 され るい わ ば合 理 的 な近 似値 に満足 して いた こ と、 お よび多 少 の二 重課 税 を容 認 して い た こ とを
意 味 す る。この こ とは、米 国が ユ ニ タ リー ・タ ックス か ら得 た叡智 で あ る と評価 すべ き こ とで あ ろ う。
8,ま とめ
本稿 においては、 お もに米国ユニタ リー ・タックスに関 してNTAに おいて行 われた定式 の統一
過程 を考察 した。考察 に当たっては、 まず、ユニタ リー ・タックスの成立過程 をみた。 この中でユ
ニタ リー ・タックスは財産税 に端を発 し、 これが法人所得税 にも引 き継がれた ことが明 らか になっ
た。 その後 、法人所得税 が導入 された1910年 代 か ら1950年 代 までの30年 余 りにわた り、米国NTA
に よる州間の課税権の配分 に係 る定式の統一 についての検討状況 を概観 した。州間の課税権配分方
法 の統一 に当たっては、定式分配 を基礎 としなが らも、独立企業原則 を指向 した時期 もあったが、
これは、国際連盟やICC、 そ してAIAと いった外部団体 の議論 を受けたもので あった。
本稿 によ り、1910年 代 か ら1950年 代 まで のNTAに おける議論 が、1960年 代以降 の移転価格税制
をめ ぐる定式分配 と独立企業原則についての激 しい議論 と類似 してい るこ とが明 らかになった。す
なわち、NTAに おける議論 を通 じて、州間 における課税権の配分のために独立企業原則 とすべ きか、
定式分配 を採用すべきか、 とい う議論が積 み重ね られ てきたが、 これは、1960年 代 以降の移転価格
税制 の議論 と同様 である。
定式が統一 されなかった こ とは、各州 に独 自の課税権が与 えられていたこ とが主な理 由である と
考 え られ るが、一方 では、州問の課税権配分 に当た り、各州や納税者、また裁判所 な どの関係者が
ある程度 の二重課税 を容認 していた、 とい うことを意味す る。逆 にいえば、ユニタ リー ・タ ックス
を原因 とす る二重課税 は、関係者か ら容認 され るほど小 さい ことを意味 し、 また各拠点の正確 な所
得金額の算定 よりは、定式分配 が有す る簡 便 さと透明性 を重視 した といえる。
筆者 は、課税権の配分 に関 しては、移転価格税制だけでな く、米国のユニタ リー ・タックスにお
いても、独 立企業原則 と定式分配 をめ ぐる議論 があった ことを明 らか にするこ とによ り、移転価格
税制 における議論へのイ ンプ リケー シ ョンを得 よ うと考 えた。ユニタ リー ・タ ックスにおいて も、
この2つ をめ ぐる議論 は長期間続 いた ことが明 らか になった。 はじめにも述べた ように、独立企業
原則 に基づ く移転価格税制 に対 して は、実務 上および理論上 の問題点が指摘 されてきている。 また、
89)UnderwoodTypewriterCo.v.Chamberlain(1920),254U.S.ll3.
90)た とえば、 ニ ュー ジャー ジー州で は194E年 にマサ チ ューセ ッツ方式 に税制 改正 を行 った。 これ につ いて
は、Roesken(1945)を 参 照。 この ほか、1958年 にコロ ラ ド州 では独 立企業原 則 を認 めな い よ う税制改 正 を行 っ
た。 これ について は、Daane(1963)を 参照。
91)小 泉(2004)、153-154ペ ー ジを参照。
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EUに 代表 され るよ うに、将来 的に定式分配 を指向す る動 き もある。 これ までの議論で言え ること
は、課税権 の配分 については、 どちらかが決定的に正 しい とい うものではないとい うことであ る。
今後、移転価格税制において、各国の正確 な所得計算 よ りも簡便 さや透明性を優先す るのであれ
ば、独立企 業原則で はな く定式分配に基づ く制度の構築 を目指すべきで あろう。 日本 において は、
1980年 代 のカ リフォルニア州におけるユニ タリー ・タ ックスの課税攻勢に より、定式分配の有効性
を正面か ら議論 するこ とがタブー視 され る傾 向にあった。 日本 においても、最近のEUの 動 きとあ
わせ て、定式分配 の実行可能性 について議論 する時期 に来ているのではないか と思われ る。
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